
１．はじめに

わが国の低所得階層を対象とした住宅供給は

１９５１年公営住宅法に基づいて、本格的に開始され

た。２００３年住宅・土地統計調査による公営住宅ス

ト ッ ク は２，０８８，９００戸、公 営 住 宅 居 住 者 は

２，１７３，１７５世帯（国勢調査 ２００５）となっている。

すなわち、公営住宅はわが国の住宅ストックの

４．２％、公営住宅に居住する世帯はわが国の総世

帯数の４．５％を占めるにすぎない。

現在、公営住宅の供給は、低所得階層向けに加

え、高齢者向けや障害者向けなどの住宅が供給さ

れており、これらの住宅に困窮する世帯を対象と

した福祉目的による住宅供給などを含めて、セー

フティ・ネットとしての役割が期待されている。

しかし、近年の少子高齢化は、公営住宅に深刻

な影響を与えている。従来の公営住宅居住者の高

齢化に加え、高齢居住者の入居優先策を講じた結

果、より一層の高齢化が進行している。さらに福

祉目的による優先入居は、母子父子世帯の入居を

増加させ、地域社会における居住世帯構成の偏在

が生じている。

わが国における本格的な住宅政策は、第二次世

界大戦後の住宅不足に対する大量供給の必要性か

ら始まった。その根幹を成す公営住宅法制定の目

的は、当初、低所得階層のみを対象としたもので

はなかった。低所得階層は厚生省所管の生活保護

対象であるため、公営住宅には家賃支払い能力の

ある階層以上の入居を想定しており、セーフ

ティ・ネットとしての機能は考慮されていなかっ

た（大本 １９９１）。むしろ、戦後復興の国庫補助

住宅を恒久的なものに位置づけることが立法の目

的であり、住宅政策としての枠組みを十分に検討

したうえでの立法であったとはいえない。しか

し、立法過程における厚生行政と整合をとるなか

で低所得階層をも入居対象とすることとなったと

されている（本間 ２００３）。

その後の公営住宅居住世帯の実態について、玉

置（１９７６）は公営住宅に居住する世帯を分析し、

低所得階層の集積を確認するとともに何らかの福

祉的な対応の必要性を指摘している。確かに、第

二次世界大戦後の住宅難に対し、低所得階層のた

めの住宅として不十分ながらもその役割を担った

といえる。さらに、大量供給および集合住宅の標

準タイプの検討や普及の一助となり、その後の公

団住宅などの大量供給システムのさきがけとなっ

たと位置付けられると結論付けている。

その後、平山（１９８５，１９８６）および田中（１９８６）

の分析において居住者の高齢化および被保護世帯

の増加が指摘されている。これらの研究では、玉

置（１９７６）の分析以降の公営住宅の居住世帯を分

析し、居住者の高齢化および被保護世帯の増加の

現状と、そのメカニズムを明らかにしている。

そこで、本稿では、１９９０年代以降の公営住宅居
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住世帯の分析を、土地住宅統計調査および国勢調

査データを用いて行う。次いで、大規模な東京都

営住宅団地を抽出して分析し、その周辺地域を含

めた地域社会における居住世帯構成の偏りに関す

る問題について考察することを目的とする。

２ 公営住宅居住世帯の分析

表１は、わが国の所有関係別世帯数の割合を示

している。２００８年には公営住宅率は４．２％にすぎ

ない。公営住宅率と公団・公社住宅率を合わせる

と６．０％であり、１９７３年の６．９％よりその比率を下

げている。この数字は、２００８年時点での低所得階

層３，３１３，５００世帯（６．７％）に対して、公営住宅が

十分に供給されているとは言い難い。そのため、

限られた公営住宅ストックに対し、入居条件に見

合った適切な入居者が入居できるようなしくみや

管理が必要となっていることがわかる。

表２は公営住宅に居住する世帯と世帯人員の推

移を示している。戸数および世帯数の増加は微増

であるのに対し、居住する世帯人数は５，４５１，０００

人（１９９８）から５，２４１，１００人（２００３）へと減少し、

２００８年には４，６６１，６００人となっている。これは、

一世帯あたり当りの人数が縮小していることを示

している。

図１ 公営住宅居住世帯の世帯人数別世帯数の割合

出典：土地・住宅統計調査

表１ 一般世帯の所有関係別世帯の割合

借家率

年 総計（世帯） 持家率 公営住宅率 公団・公社住宅率 民間借家率 給与住宅率 その他

１９７３ ２９，１０３，４００ ５８．４％ ６．９％ － ２７．１％ ６．３％ １．３％

１９７８ ３２，４３４，３００ ５９．９％ ５．３％ ２．２％ ２５．９％ ５．７％ ０．８％

１９８３ ３４，９０６，９００ ６２．０％ ５．４％ ２．２％ ２４．３％ ５．２％ ０．６％

１９８８ ３７，５６２，５００ ６１．１％ ５．３％ ２．２％ ２５．７％ ４．１％ ０．４％

１９９３ ４０，９３４，０００ ５９．６％ ５．０％ ２．１％ ２６．３％ ５．０％ ０．４％

１９９８ ４４，１３３，９００ ６０．０％ ４．７％ ２．０％ ２７．３％ ３．９％ ０．５％

２００３ ４７，０８２，８００ ６０．９％ ４．６％ ２．０％ ２６．７％ ３．２％ ０．５％

２００８ ４９，８０４，４００ ６０．８％ ４．２％ １．８％ ２６．８％ ２．８％ ０．４％

資料：土地・住宅統計調査

表２ 公営住宅の戸数と居住世帯数の推移

年 ２００８ ２００３ １９９８

住戸数（戸） ２，０８８，９００ ２，１８２，６００ ２，０８６，７００

世帯数（世帯） ２，０９０，６００ ２，１８４，５００ ２，０８８，４００

世帯人数（人） ４，６６１，６００ ５，２４１，１００ ５，４５１，０００

一世帯当り人数 ２．２３人／世帯 ２．４０人／世帯 ２．６１人／世帯

資料：土地・住宅統計調査
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図１には１９７８年と近年の世帯人数別世帯割合を

示している。１９７８年では４人世帯が最も多かった

のに対し、近年では単身および２人世帯の増加が

際立っている。特に１９９８年から２００８年の単身世帯

の増加が注目される。このように小規模世帯の割

合が高まっており、継続して居住している世帯の

縮小化傾向が顕著である。新規に入居する場合、

単身での入居は高齢者に限られており、こうした

入居者もこうした傾向を助長し、世帯の縮小化が

より鮮明となっている。

３．東京都営大規模団地の居住世帯の分析

東京都内には、１，５７３団地、２５８，５７０世帯の公営

住宅団地が存在している（表３）。１団地当たり

１６４．３戸で、最大なのは辰巳団地３３１６戸で、２０００

戸以上の団地が５団地（戸山ハイツ、辰巳、桐が

丘、長房、村山）ある。多摩地区よりも２３区内に

団地数、住戸数ともに多いものの、高齢者向け、

障害者向けの戸数比率は多摩地区の団地の方が多

くなっている。

これらの団地のうち、住戸数が１０００戸を超える

３３団地（表４）を対象として、居住世帯の分析を

行うこととした。各団地の存在する町丁目につい

て、国勢調査の東京都特別集計結果のデータを

使って分析を行った。

図２は、対象団地の居住者の世帯構成比を、多

摩地区と２３区に分けて示し、対象団地の世帯構成

比の特徴を示している。都営団地では、①多摩地

区でも２３区でも単身高齢世帯が多い、②多摩地

区、２３区とも若年単身世帯は少ない、③高齢の夫

婦のみ世帯が多い、④母子世帯が多いことが明ら

かである。従って、大規模都営団地では、そうで

ない地域と比較すると、世帯構成比の偏りが大き

図２ 大規模な都営住宅団地の世帯構成比 資料；国勢調査 ２００５

表３ 東京都営住宅の管理戸数

公営団地数
（団地）

住戸数（戸） 世帯向け住
戸数（戸）

高齢者向け住
戸数（戸）

障害者向け住
戸数（戸）

東京都市部 ５４１ ９１４３７ ８８４４５ ２６５１ ３４１

東京２３区部 １０３２ １６７１３３ １６４９８７ ２０３９ １０７

Total １５７３ ２５８５７０ ２５３４３２ ４６９０ ４４８

資料：国勢調査２００５、東京都資料
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表４ １０００戸以上の大規模な都営住宅団地一覧

no 団地名称 所在地（市区） 住戸面積（㎡） 間取り 建築年（年） 住戸数（戸）

１ 戸山ハイツ 新宿区 ３４～４５ １LDK～３DK １９６８ ３０１９

２ 白髭東 墨田区 ５０～１１３ ２DK～４DK １９７５ １６０７

３ 文花 墨田区 ３７～６９ ３DK～４DK １９６５ １６８２

４ 辰巳 江東区 ３３～３８ ２DK～３DK １９６７ ３３１６

５ 東砂 江東区 ３３～３８ ２DK～３DK １９６８ １４８７

６ 八潮 品川区 ６０～７０ ２DK～４DK １９８０ １３１５

７ 下馬 世田谷区 ３０～６４ １DK～４DK １９５８ １３８４

８ 桐が丘 北区 ２９～５７ １DK～４DK １９５７ ２７５０

９ 桐が丘 北区 ３２～７５ １DK～４DK １９９８ １４４６

１０ 西台 板橋区 ３５～３９ ２DK～３DK １９７０ １１０４

１１ 新河岸 板橋区 ３３～６３ ２K～４DK １９６８ １２２６

１２ 光が丘 練馬区 ４８～７６ １DK～４DK １９８２ １８０１

１３ 上石神井 練馬区 ３３～６８ １DK～４DK １９６４ １１５３

１４ 南田中 練馬区 ２５～６３ ２K～３DK １９６６ １７５３

１５ 花畑 足立区 ３６～４２ ２K～３DK １９７１ １００４

１６ 高砂 葛飾区 ３０～７０ ２DK～４DK １９６３ １２２４

１７ 平井 江戸川区 ３２～３８ ２DK～３DK １９６５ １１９５

１８ 長房 八王子市 ３３～７４ １DK～４DK １９９６ ２０３２

１９ Minamiosawa 八王子市 ４８～７６ ２DK～４DK １９８１ １０１７

２０ matsunaka 立川市 ３３～３８ ２DK～３DK １９６９ １２３２

２１ Kamisunamachi 立川市 ３６～８０ １DK～４DK １９９３ １１６４

２２ minamimachi 府中市 ３３～７５ １DK～４DK １９６６ １２２７

２３ Haijimamachi 昭島市 ３３～７９ １DK～４DK １９９５ １０３２

２４ Cyouhu-kusunoki 調布市 ４５～５７ ２DK～３DK １９７３ １３７４

２５ Sengawa 調布市 ４７～６８ ３DK～４DK １９６１ １０２５

２６ Higasimurayama 東村山市 ３４～７６ １DK～４DK １９９３ １９５６

２７ Komae 狛江市 ３３～５１ ２DK～３DK １９６６ １７６２

２８ Mukouhara 東大和市 ３７～７５ １DK～４DK １９９４ １０５３

２９ Tokyo-kaidou 東大和市 ３２～７５ １DK～４DK １９６２ １４４５

３０ Murayama 武蔵村山市 ３２～６４ ２K～３DK １９６４ ２９４５

３１ Murayama 武蔵村山市 ３３～７５ １DK～４DK １９９７ １６０５

３２ Atago 多摩市 ３６～６４ １DK～３DK １９７０ １０４８

３３ Suwa 多摩市 ３６～５８ ３DK～３DK １９６９ １５４８

資料；http : //www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/juutaku_keiei/264-00toeidanchi.htm
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いことが分かる。

表５は多摩市諏訪４丁目の諏訪団地（１，５４８

戸）の例である。２０００年から２００５年の推移をみる

と、６５歳以上の居住者の割合が２８．４％から４４．８％

に、７５歳以上の居住者の割合が７．５％から１３．１％

に上昇している。こうした上昇は多摩市域よりも

顕著であるi。一方、６歳未満の子どものいる世

帯の割合は減少し、非常に少ないことがわかる。

図３では６５歳城の居住者の割合が注目される。高

齢単身（１６９世帯）や高齢の夫婦のみ（１９０世帯）

は急増しており、多摩市域のデータと比較する

と、際立って多くなっている。

従って、居住する世帯の構成比の偏りが顕著と

なっており、団地管理や団地自治会の維持が困難

になっていることがわかる。一般的に指摘される

高齢化による自治会活動の衰退ばかりでなく、地

域社会におけるインフォーマルな居住者相互の支

え合いが難くなっていると考えられる。日常生活

における相互扶助的な関係が高齢者にとって重要

であるが、それが得にくくなっているといえる。

さらに、こうした近隣関係を担う世代の人口が相

対的に低下しており、高齢者の孤立が深刻化する

ことが懸念される。

特に７５歳以上の居住者の増加は、介護などの福

祉ニーズの顕在化をもたらすものであり、今後、

こうしたニーズを抑制するために団地内で介護予

防などの対応が喫緊の課題となろうii。

一方、母子世帯の割合が高いことも地域社会に

おける日常的な居住支援のニーズを潜在化させて

いる。保育および学童保育ニーズは当然であり、

加えて子育て期における居住支援が求められるに

違いない。学童期の保護者が担ってきる学校行事

等の補助や登下校時の安全性の確保、放課後の安

全確保などは、母子父子世帯や共働き世帯では居

住支援が必要となる。近年、諏訪団地では、こう

した居住支援の必要性が指摘されており、様々な

NPO活動が行われているiii。しかし、こうした活

動の担い手は、隣接した永山団地ほかの居住者で

あり、諏訪団地内で担い手となる居住者は当然な

がら少数派であるため、相互扶助的な活動や日常

図３ ６５以上の世帯員を含む世帯の割合 資料：国勢調査

表５ ６歳未満、６－１４歳、６５歳以上、７５歳以上の世帯員を含む世帯の割合

世帯数
６歳未満含む世
帯の割合

６－１４歳を含む
世帯の割合

６５歳以上を含む
世帯の割合

７５歳以上を含む
世帯の割合

多摩市（２００５） ６２９０８（１００％） ８．４％ １１．７％ ２４．６％ ９．４％

多摩市（２０００） ５９７４８（１００％） ９．３％ １３．８％ １８．４％ ７．０％

諏訪４丁目（２００５） １０９７（１００％） ６．３％ １３．８％ ４４．８％ １３．１％

諏訪４丁目（２０００） １０６５（１００％） １０．６％ １５．７％ ２８．４％ ７．５％

資料：国勢調査
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支援を団地内で行うことは困難と考えられる。

４．住宅政策における公営住宅の位置づけ

以上のように、国勢調査および土地・住宅統計

調査を用いて、公営住宅居住者の世帯構成につい

ての分析を行った。その結果、世態規模の縮小傾

向が顕著であること、高齢単身世帯および高齢夫

婦のみの世帯の増加が示された。

特に、１０００戸以上の大規模団地な３３団地を対象

として分析し、これらの世帯の比率の高まりやそ

の影響が地域社会に大きな影響を及ぼすものと考

えられた。また、これらの団地では母子父子世帯

の割合が一般市街地に比較して高いこと特徴的で

あった。こうした集中は、地域社会の日常生活に

おいても様々な問題が潜在化していることを示し

ている。

東京都では財政上の理由から、公営住宅団地を

増やすことはせず、老朽化した団地の建て替えに

際しても住戸数の増加は見込まれていない。ま

た、入居条件を厳しく設定しているものの、入居

後に所得が上昇した居住者も住み続けているの

で、退去および空き家になることは少なく、需要

に見合った十分な供給が行われていない。東京都

住宅政策審議会において、限られた公営住宅ス

トックの適切、かつ有効な活用方策が検討され、

①住宅の困窮状況による優先入居、②高額所得者

に対する応能家賃など、入居者管理の適正化が実

施されることとなった。

入居に際しての優先は、高齢者、障害者、母子

父子世帯等に適用され、その結果としてこれらの

被保護世帯の集中が一層深刻化したものといえ

る。一方、若年の単身世帯は低所得者であっても

入居できないなど、公営住宅は、住宅を必要とす

る居住者に十分に応える存在とはなっていない。

また、入居管理の適正化によって居住世帯の所

得による応能家賃が適用され、高額所得者には所

得に見合った家賃徴収や退去勧告がなされるなど

の対応が行われている。

しかし、こうした公営住宅ストックの適正かつ

有効な活用のための方策は、前述の分析のとお

り、低所得者に加えて高齢者、母子父子世帯など

の被保護世帯の一層の集中を招くこととなってい

る。そして、こうした集中はこれまで以上に公営

住宅団地における居住者自身による住居管理を難

しいものとしている。すなわち、自治会による活

動や集住生活に関わる維持管理問題、生活のマ

ナーなどの問題において、その活動を担う居住者

の高齢化および減少に直面している。これまで、

我が国の公営住宅居住者は、入居時は低所得でも

継続して居住するうちに所得が上昇する居住者が

多く、これらの人々が自治会等の活動を担ってい

ることで安定した地域社会を形成することを可能

としていた。都営住宅ストックの適正かつ有効活

用を推し進めることによって、こうした担い手を

転居させ、その後に被保護世帯が転入すること

を、公営住宅法の改正によって行い、こうした地

域社会の不安定化をもたらす結果となっている。

ただし、公営住宅団地の住戸規模が小さけれ

ば、周辺住宅地を含む地域社会の一部として立地

することで、被保護世帯の集中も深刻な問題とは

いえない。これに対し、大規模団地の分析はこれ

らの世帯の集中の影響について検討することが目

的であった。

現在、公営住宅の建設および管理は、公営住宅

法に基づいて自治体が実施しており、公営住宅法

の目的に従って供給が行われなくてはならない。

では、公営住宅供給の目的および対象は誰なの

だろうか。

第二次世界大戦後の住宅難の時代には、その対

象は明らかであり、建設の必要性が十分に理解さ

れ政策として効果的であった。確かに限られた予

算のなかでの供給は「戸数主義」と揶揄されたも

のの、住宅難の解消に対して一定の効果を上げた

といわれる。この時期の大量建設は、建築技術の

向上、団地計画の技術の蓄積に果たした役割は大

きい。

しかし、空き家率が１５％（２００８）を超える現

在、公営住宅の必要性および政策目的が十分に検

討されるべきである。２００６年住生活基本法が制定

され、住生活の質の向上をめざすこととなった一

方、セーフティ・ネットとして公営住宅を位置づ
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けが明確にされた。ただし、どのレベルの「住生

活の質」を誰が保障するのかは、曖昧なままであ

る。セーフティ・ネットの機能を発揮するために

は、需要に応じたストックを必要とする世帯に公

平に提供できる方策が求められる。さらに、被保

護世帯の集中に対し、安定した地域社会の形成へ

の配慮が求められる。

近年、居住者および行政は、地域社会に多くの

もの、たとえば、犯罪抑止力、非常時の支援力、

その他インフォーマルな日常的支援などを町会や

自治会に期待する傾向がある。確かに、地域の相

互扶助的関係によって「住生活の質」は担保され

るものであり、果たす役割は大きい。そう考える

と、大規模な公営住宅団地の地域社会では、こう

した関係を育むことが難しい居住世帯構成になっ

ており、それを招いた以上、何らかの対応が必要

なのは当然といえる。

５．住宅事情の地域差と公営住宅の役割

自治体によって、住宅事情の地域差が大きいこ

とは周知のとおりである。１９８５年、住宅マスター

プランの作成が始まり、その後、多くの自治体が

策定に取り組んできた。各々の自治体では住宅事

情を分析し、取り組むべき課題を明確にすること

は、自治体レベルで初めての経験であった。それ

以前の自治体の住宅政策とは公営住宅の建設およ

び管理であり、住宅政策の遂行の目的と化してい

た。しかし、住宅マスタープラン策定以降、住生

活全般にわたる課題が対応すべき内容が認識され

るようになり、公営住宅供給以外の取り組み方策

が検討されるようになったといえる。さらに、自

治体における住宅政策は住宅供給政策ではなく、

居住政策であり、人口の確保、特に担税能力の高

い居住者の確保や福祉需要層の抑制などを規定す

る手段ともなるとの認識が高まりつつある。

あくまでも、公営住宅の供給の目的は、住宅困

窮者に対して適切に、かつ公平に住宅供給を行う

とともに、国民の居住水準の向上をめざすことで

ある。しかしながら、自治体ごとに住宅事情は異

なっており、また財源や活用できる住宅ストック

には限りがある。そのため、自治体ごとに定住政

策として、住宅ストックの調整を念頭に置きなが

ら、公営住宅を核とした自治体の住宅政策を策定

しているといえる。

従って、公営住宅ストックが需要に対して十分

でない多くの自治体では、困窮度の高い世帯を優

先して入居できるような措置を行っているもの

の、最終的には優先されたなかから、さらに抽選

で入居者が決定されている。すなわち、困窮度が

同じでも抽選で入居できる場合とそうでない場合

がある。入居できない場合は各自が負担できる家

賃の民間賃貸住宅（多くの場合、劣悪な住宅条件

となる）を探して住むしかない。入居できれば、

良好な住宅水準の公営住宅に低家賃で居住でき

る。両者の条件の違いは問題でなく、抽選の結果

にすぎない。両者の間の不平等は明白なまま、何

の手だても打たれていない。こうした両者の不平

等を埋めるため、欧米諸国では家賃補助制度が実

施されている。

１９９０年代はじめ、東京の２３区部のいくつかの自

治体では、民間賃貸住宅居住者に対して家賃補助

に関する事業を始めた。都心部の人口減少傾向を

背景として、担税能力の高い世帯や、高齢化抑制

や家族による高齢者支援を期待したファミリー世

帯、若年層の定住促進の必要性があった。こうし

た各自治体が必要とする世帯の定住促進策として

の家賃助成や、民間賃貸住宅建設への助成（特別

優良賃貸住宅事業など建設補助による家賃減額措

置など）が行われた。

公営住宅を軸とした住宅政策では低所得者など

の被保護世帯の集中、とりわけ高齢者の増加傾向

が顕著であるものの、公営住宅法にもとづく入居

条件および管理では自治体独自の課題に対する手

段としては活用できない。そこで、各自治体独自

の課題に対する対策として、独自予算での家賃補

助などの取り組みが試みられたといえる。現在、

こうした独自予算による家賃補助の取り組みはそ

う多くない（表６）。都心への人口還流現象を背

景に、自治体財政の悪化によって見直されたもの

と考えられるiv。

公営住宅供給は、我が国の住宅政策の一手段で

松本：大規模都営住宅団地における居住者の世帯構成の変化に関する考察 ７１



あり、公営住宅法に則って全国一律に適用され、

入居基準、家賃設定などのしくみが規定されてい

る。そのため、自治体ごとに異なる課題の解決の

手段としては必ずしも有効ではない。第二次世界

大戦後の住宅難時代の住宅不足解消には、全国一

律の公営住宅の大量供給は功を奏したものの、地

域差が大きく、住宅政策（むしろ住生活の質の向

上をめざす意味では居住政策）を自治体主導で進

めようとする現代には効果的な手段とはいえなく

なっている。

公営住宅法の改正に伴って、家賃算定に応益性

を導入するなどの改善も行われているが、公営住

宅需要に対してストックが過小であるために改善

の効果は判断できない。自治体が策定した住宅マ

スタープランを前提にして、公営住宅ストックの

位置づけや活用方策を自治体の裁量の範囲に任せ

たらいいのではないか。東京都は、小規模な公営

住宅の区への移管を進めているが、移管後の区営

住宅の活用方法について、区の裁量の幅を広げる

べきである。

地域によって、住宅事情が異なり、課題とされ

る住宅対策は大きく異なる。異なる課題に対し、

限られた財源と手段を有効に活用して解決を導け

るように、法制度を改善していく必要が生じてい

るといえる。公営住宅ストックが被保護層の集中

を招き、地域社会の安定化に様々な課題を顕在化

させているのであれば、当該自治体は何らかの対

応が求められる。こうした状況を総合的に検討す

るためには、住宅ストックの調整および管理が自

治体の居住政策の主要課題として取り組まなけれ

ばならないであろう。前述のとおり、安定した地

域社会の形成の担い手として期待される町会や自

治会の維持運営を可能とするために、居住者構成

は重要な要素となっている。

公営の大規模団地の存在は、団地だけ（あるい

は団地内）の問題ではなく、周辺の地域社会や立

地する自治体の居住政策上の大きな課題と考えら

れる。たとえば、多摩市の住宅ストックの ％を

占める公営住宅団地の問題は、諏訪団地の周辺お

よび団地内の問題ととらえるだけでは十分でな

い。確かに団地内や団地周辺で解決できる問題も

あるだろう。しかし、高齢化した居住者や母子父

子世帯、共働き世帯では地域社会での活動を担っ

ていくには限界がある。多摩市における放課後児

童対策として小学校施設で実施される「放課後子

ども教室」には地域住民の参加が前提となってい

表６ 東京特別区における子育て世帯・単身者向け家賃補助等事業の実施状況（２０１０年現在）

対象 所得要件 支給月額 事業名称等（最長支給年限）

千代田区 子育て世帯 中堅所得層 ５～７万円 次世代育成住宅助成（８年間）

新宿区
子育て世帯 年収５１０万円以下 ３万円 世帯向け家賃助成制度（５年間）

単身者 なし １万円 学生及び勤労単身者向け家賃補助（３年間）

文京区 子育て世帯 年収７００万円以下＊ ３万円、４万円 子育てファミリー住み替え家賃助成（１年間）

台東区 子育て世帯 なし １．５万円 加算型ファミリー世帯家賃支援制度（１０年間）

目黒区
子育て世帯 年収２７８万円以下＊ ２万円 ファミリー世帯家賃助成（２年間）

中堅・子育て世帯 中堅所得層＊ ２万円、３万円 中堅ファミリー世帯住み替え家賃助成（３年間）

渋谷区

単身者 年収４００万円以下 ３万円 家賃助成（１０年間）

夫婦世帯 年収５００万円以下 ４万円 家賃助成（１０年間）

子育て２人世帯 年収５００万円以下 ４万円 家賃助成（１０年間）

子育て３人以上 年収６００万円以下 ５万円 家賃助成（１０年間）

離職者
月額８．４万円、１７．２
万円

５．３万円、６．９８万円 住宅費の助成（最長６カ月）

墨田区 離職者
月額８．４万円、１７．２
万円

５．３万円、６．９８万円 住宅手当緊急特別措置事業（最長６カ月）

＊世帯人数による所得制限あり
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るが、諏訪団地に隣接した諏訪小学校では難し

い。このように高齢者への居住支援を団地居住者

だけでは担いきれないのが、当然である。

公営住宅ストックは、地域の住宅ストックにお

いて重要な資源である一方、公営住宅法に規定さ

れて地域の実情に見合った活用が困難である。ま

た、大規模な団地では大規模故の被保護世帯の集

中現象が地域社会に様々な影響をもたらすことが

確認された。そこで、公営住宅ストックを地域の

実情に合わせて活用可能な存在として位置づけ直

すことが喫緊の課題となっている。

６．おわりに

本稿では、１９９０年代以降の公営住宅居住世帯の

分析および大規模な東京都営住宅団地の分析を通

して、高齢者をはじめとした被保護世帯の集中傾

向がさらに進んでいること、これらの集中が安定

した地域社会の形成を難しくしていることを示し

た。続いて、地方自治体主導による住宅政策にお

ける公営住宅の有効かつ適切な活用について考察

し、自治体ごとの位置づけの必要性について述べ

ている。

以上の分析をもとに、以下の点について考察を

行った。第一に住宅政策における公営住宅の位置

づけ、役割について、第二に自治体間の地域差と

公営住宅ストックの在り方についてである。

公営住宅はあくまでも住宅政策の手段のひとつ

であり、その供給が住宅政策の目的ではない。住

宅難の時代には供給が目的あったかもしれない。

あるいはそれで十分に効果があった。しかし、住

宅政策の目的が国民の居住水準の向上をめざす現

代ならば、居住水準の低い世帯、すなわち、住宅

に困窮している世帯への支援を行い、これらの

人々の問題を解消することが目的であろう。その

ためには、限られた財源および住宅ストックを有

効に活用する方策を考えなくてはならない。限ら

れているために、困窮度に応じて優先順位を決め

ざるを得ないとしても、優先されるべき対象間の

公平性は担保されるべきである。現在の抽選が公

平性を担保しているとは詭弁にすぎず、抽選結果

による不平等は居住期間中、拡大するばかりであ

る。また、入居条件や応能家賃の決め方によっ

て、所得階層間にも不平等は生じてしまう。こう

した不平等をなるべく小さくするためにも、欧州

各国では家賃補助、あるいは住居手当等の制度を

持っている。

わが国でも、緊急対策的ではあるものの、東京

２３区部の一部の自治体で取り組んでいる。しか

し、自治体間の住宅事情の地域差は大きく、家賃

水準や住宅条件にも大きな差異が存在している。

こうした状況下で、一部の自治体で実施している

家賃補助制度は需給可能な対象者にとって平等な

しくみとは言い難い。また、住宅ローン減税など

の持家層への対策に比べて、対策の不十分な借家

層への対策としては、不十分なままである。そし

て、自治体の独自予算で取り組む意義は、人口減

少などへの緊急対応以上のものであったとは評価

しがたいものの、未だに高齢者等の居住継続のた

めの支援としての措置は講じる必要があろう。

公営住宅供給は住宅政策の一手段にすぎないこ

とを再度、確認すべきである。住宅不足解消の時

代に住宅政策の目的化してしまい、直接供給以外

の手段が十分に講じられることなく現在に至って

いる。そして、公営住宅への入居の可否による不

平等は埋められていない。公営住宅ストックを増

やす必要が生じているものの、即座に建設拡大は

難しい一方、区部では民間住宅の空き家の増加が

著しい。戦後６５年を経て、こうした地域差を踏ま

えた自治体主導の住宅政策を一層進める段階に

至っている。

国民の住生活の質の向上を目指すならば、支援

の必要性に応じた支援の最低限が全国一律に、か

つできうる限り平等に提供されるしくみへ再構築

すべきと考える。さらに、実効性ある取り組みは

地域の実情に合わせた自治体主導の政策であり、

その実績は徐々に蓄積されている。
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注釈

i 多摩市では６５歳以上を含む世帯の割合が

１８．４％から２４．６％に、７５歳以上を含む世帯の

割合が７．０％から９．４％になっている。

ii ６５歳以上の人口の増加、特にそのうちの７５歳

以上の人口の増加が顕著であり、こうした傾

向は福祉需要、介護需要の増加を予想させ

る。

iii 永山団地の福祉亭の活動や、諏訪商店街を中

心としたまちづくり活動、諏訪団地自治会に

よるふらっとラウンジなどの活動は、これら

の居住支援の必要性が浮き彫りにされてい

る。

iv たとえば、目黒区で緊急対策として取り組ま

れた家賃補助は独自予算の抑制および事業効

果が希薄であり必要な対象者に提供できてい

ないことから、しくみの見直しが行なわれて

いる。
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A study on household structure of public housing residents
in Tokyo

NOBUKO MATSUMOTO

Abstract

Public housing is provided as a public service for low-income people in Japan. In recent
years, the number of senior citizens and people with low incomes or other welfare prob-
lems living in public housing have been increasing, which has brought on a number of
physical and social problems. This study examines the state of public housing, focusing
on the concentration of welfare problems in the system. It also aims to elucidate the prob-
lem for city planning in areas with low-income households consisting of senior citizens.

The study analyzes the household structure of public housing residents, using data
such as the age of heads of households, the number of household members, and the types
of families that make up households in Tokyo area public housing. As a result, the con-
centration within public housing of senior citizens and low-income households is explored
by analyzing census data and other information. The local concentration of poor and eld-
erly citizens was analyzed for large-scale public housing complexes, especially those with
1000 households or more.

The analyses of household structure produced the following findings :
(1) The concentration of senior citizens and their average age is continuing to rise.
(2) The percentage of single-person households and one-parent families is growing.
Revision of housing policies is deemed to be responsible for the concentration of senior
citizens and one-parent families within the public housing system. With this increasing
concentration, welfare demands have expanded and the need for housing assistance and
support for senior citizens and child-nurturing families has increased.

The study concludes that comprehensive housing policy should develop public housing
that plays an important role as a safety net for the country’s elderly and needy. Public
housing should also play roles to the all areas in different local housing condition. To do
this, it would be necessary to change the system to diversify household composition and
residents’ sense of values.

Key Words（キーワード）
public housing，household structure，ageing，housing estate，community support
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